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１．平成28年12月期の連結業績（平成28年１月１日～平成28年12月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年12月期 215,780 26.9 53,377 27.0 51,432 20.9 34,897 3.7 

27年12月期 169,956 △20.1 42,002 16.5 42,534 23.9 33,628 50.4 
 
（注）包括利益 28年12月期 36,972 百万円 （△2.5％）   27年12月期 37,923 百万円 （23.0％） 
 

 
1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
28年12月期 53.00 52.98 10.7 4.6 24.7 
27年12月期 52.75 52.71 13.0 4.5 24.7 

 
（参考）持分法投資損益 28年12月期 844 百万円   27年12月期 999 百万円 
 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年12月期 1,133,994 341,087 29.7 511.68 
27年12月期 1,091,266 317,045 28.6 474.90 

 
（参考）自己資本 28年12月期 336,903 百万円   27年12月期 312,937 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

28年12月期 108,407 △111,018 △5,715 22,671 
27年12月期 36,272 △284,580 257,934 30,997 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
27年12月期 － 5.50 － 10.00 15.50 10,250 29.3 3.7 
28年12月期 － 8.00 － 9.00 17.00 11,246 32.0 3.4 
29年12月期（予想） － 9.00 － 9.00 18.00   31.1   
 （注）28年12月期期末配当金の内訳  普通配当 ８円00銭 記念配当 １円00銭 
 
３．平成29年12月期の連結業績予想（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 
  （％表示は対前期増減率）
 
  営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 60,000 12.4 57,000 10.8 38,000 8.8 57.71 
 
（注）当社は賃貸事業を中心とした安定的な事業構造を有していますが、販売用不動産の売買動向によっては、営業収益

（売上高）が大きく変動いたします。この物件売買の成否は経済情勢や不動産市況に大きく影響を受ける状況にあ

り、現状では予測が困難であるため、営業収益の予想は記載しておりません。予測が可能となった時点で速やかに

開示いたします。 



※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

新規 － 社（社名）－ 、除外 － 社（社名）－ 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

（注）詳細は、添付資料23ページ「５．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年12月期 662,914,071 株 27年12月期 662,561,871 株 

②  期末自己株式数 28年12月期 4,497,721 株 27年12月期 3,614,046 株 

③  期中平均株式数 28年12月期 658,412,697 株 27年12月期 637,474,927 株 

（注）詳細は、添付資料36ページ「５．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（１株当たり情報）」をご覧ください。 

 
（参考）個別業績の概要 

１．平成28年12月期の個別業績（平成28年１月１日～平成28年12月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年12月期 178,003 33.1 43,505 10.4 42,032 6.1 26,252 △0.1 

27年12月期 133,713 △30.2 39,377 17.3 39,589 24.2 26,292 37.0 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

28年12月期 39.72 39.71 

27年12月期 41.09 41.06 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年12月期 1,093,302 312,334 28.5 472.66 

27年12月期 1,051,698 297,032 28.2 449.14 
 
（参考）自己資本 28年12月期 312,334 百万円   27年12月期 297,032 百万円 
 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取

引法に基づく連結財務諸表の監査手続は終了していません。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項については、添付資料４ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（1）経営成績に関する分析（次期の

見通し）」をご覧ください。また、配当予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項について

は、同様に添付資料６ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次

期の配当」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（1）経営成績に関する分析

① 当期の概況

 当連結会計年度における我が国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融緩和政策により、景気の下支えはお

こなわれていますが、個人消費や設備投資といった民需に力強さを欠き、かつ中国をはじめとするアジア新興国

経済の減速や英国のＥＵ離脱問題による欧州経済の動揺、米国の新政権が掲げる政策の動向など複合的なリスク

要因を背景に、底固いものの先行不透明感もある状況となっております。

 賃貸オフィス事業を取り巻く環境につきましては、都心部を中心として空室率は回復傾向にあり、賃料水準も

堅調に推移しております。

 

 こうした環境のもと、当社グループは、平成28年度を初年度として策定した中期経営計画に基づき、『変革と

スピード』をキーワードとして不動産賃貸事業を核としたビジネスモデルを発展進化させ、永続的な企業価値の

増大を遂げることに注力してまいりました。

 

② 経営成績の分析

（営業収益）

 当連結会計年度の営業収益は、215,780百万円となり、対前期比で45,823百万円増加いたしました。これは、

前連結会計年度及び当連結会計年度に竣工、取得した物件による不動産賃貸収入の増加に加え、販売用不動産の

売上が増加したことによるものであります。

 

（営業利益）

 当連結会計年度の営業利益は、53,377百万円となり、対前期比で11,374百万円増加いたしました。これは、物

件の竣工、取得による不動産賃貸収入の増加及び販売用不動産の売上の増加によるものであります。

 

（経常利益）

 当連結会計年度の経常利益は、51,432百万円となり、対前期比で8,897百万円増加いたしました。これは、上

記営業利益の増加があった一方で、前連結会計年度におきましては、多額の為替差益を計上していたこと等によ

るものであります。

 

（親会社株主に帰属する当期純利益）

 当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は、34,897百万円となり、対前期比で1,268百万円増加い

たしました。これは、上記経常利益の増加があった一方で、前連結会計年度におきましては、多額の投資有価証

券売却益を計上していたこと等によるものであります。

 

 各セグメントの業績は、次の通りであります。

（各セグメントの営業収益は、セグメント間の内部営業収益、振替高を含みます。） 

（不動産事業）

 当社グループの中核事業は、東京23区を中心に、約210件（販売用不動産除く）の賃貸物件・賃貸可能面積約

103万㎡を活用した不動産賃貸業務であります。強固な賃貸ポートフォリオ構築の観点から、建替の着実な推進

によるポートフォリオの質的向上、ＣＲＥなど戦略的ソーシングによる着実なポートフォリオの拡充に取り組ん

でおります。また、ヒューリックサイズの高品質・好立地物件での開発事業を軸とした不動産バリューアッドビ

ジネスの推進や３Ｋ（高齢者・観光・環境）の各分野におけるビジネス領域の拡大と深化などにも取り組んでお

ります。

 当連結会計年度における建替の状況につきましては、調布富士ビル（平成29年３月竣工予定）、蒲田富士ビル

（平成29年７月竣工予定）、板橋富士ビル（平成30年２月竣工予定）及び府中富士ビル（平成30年６月竣工予

定）の建替計画が順調に進行しております。なお、当連結会計年度におきまして、新たに目白富士ビル（平成30

年６月竣工予定）、昭栄駿河台ビル（平成30年10月竣工予定）及び王子富士ビル（平成31年２月竣工予定）の建

替を決定しております。

 当連結会計年度の新規物件（固定資産）の取得につきましては、ヒューリック渋谷宮下公園ビル（東京都渋谷

区）、ヤマト羽田ビル（東京都大田区）、ヒューリック神宮前五丁目ビル（東京都渋谷区）、ヒューリック新川

崎ビル（川崎市幸区）、グランドニッコー東京 台場（底地）（東京都港区）、ヒューリック銀座三丁目ビル

（東京都中央区）、Ｂｌｅｕ Ｃｉｎｑ Ｐｏｉｎｔ（東京都港区）の一部、ヒューリック仲御徒町ビル（東京

都台東区）及びヒューリック加須物流センター（埼玉県加須市）などを取得いたしました。 

 開発業務（固定資産）につきましては、（仮称）日体大深沢開発計画（東京都世田谷区）、（仮称）六本木三

丁目相鉄ホテル開発計画（東京都港区）（一部は販売用）、（仮称）河口湖ふふ開発計画（山梨県南都留郡富士
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河口湖町）、（仮称）ヒューリック有楽町二丁目開発計画（東京都千代田区）（一部は販売用）及び（仮称）築

地三丁目開発計画（東京都中央区）が順調に進行しております。

 販売用不動産につきましては、ヒューリック銀座花椿通ビル（東京都中央区）、東池袋セントラルプレイス

（東京都豊島区）及びＴＴＳ南青山ビル（東京都港区）などを取得し、ヒューリック神谷町ビル（東京都港区）

の一部、リーフみなとみらい（底地）（横浜市西区）、サザンビーチホテル＆リゾート沖縄（沖縄県糸満市）の

一部、高輪ＳＩＡビル（東京都港区）、Ｐｒｉｍｅｇａｔｅ目黒三田（東京都目黒区）、ヒューリック虎ノ門ビ

ル（東京都港区）の一部の他21物件を売却しております。販売用不動産に係る開発業務につきましては、開発中

の大森駅前商業開発（東京都品川区）、（仮称）新橋二丁目開発計画（東京都港区）、（仮称）六本木三丁目相

鉄ホテル開発計画（東京都港区）、（仮称）ヒューリック渋谷公園通りビル計画（東京都渋谷区）及び（仮称）

ヒューリック有楽町二丁目開発計画（東京都千代田区）が順調に進行しております。

 このように、当セグメントにおける事業は順調に進行しており、前連結会計年度及び当連結会計年度に竣工、

取得した物件による不動産賃貸収入の増加に加え、販売用不動産の売上が増加したことなどから、当連結会計年

度の営業収益は183,439百万円(前年同期比45,375百万円、32.8％増)、営業利益は57,353百万円(前年同期比

13,167百万円、29.8％増)となりました。

 

（保険事業） 

 保険事業におきましては、連結子会社であるヒューリック保険サービス株式会社が、国内・外資系の保険会社

と代理店契約を結んでおり、法人から個人まで多彩な保険商品を販売しております。保険業界の事業環境は引き

続き厳しい環境にありますが、既存損保代理店の営業権取得を重点戦略として、法人取引を中心に拡充しており

ます。

 この結果、当セグメントにおける営業収益は3,191百万円(前年同期比△69百万円、2.1％減)、営業利益は898

百万円(前年同期比△88百万円、8.9％減)となりました。

 

（人材関連事業） 

 人材関連事業におきましては、連結子会社である株式会社アヴァンティスタッフが、人材派遣・人材紹介事業

等をおこなっております。同社では、主力ビジネスである人材派遣事業の増強をはかるとともに、企業及び求職

者の多様化するニーズに対応するべく、総合人材サービス企業としてのノウハウを活用し、様々な人材サービス

の提案、提供をおこなっております。

 この結果、当セグメントにおける営業収益は19,114百万円(前年同期比△64百万円、0.3％減)、営業利益は353

百万円(前年同期比△161百万円、31.2％減)となりました。

 

（その他） 

 その他におきましては、連結子会社であるヒューリックビルド株式会社が、当社保有ビル等の営繕工事、テナ

ント退去時の原状回復工事、新規入居時の内装工事を中心に受注実績を積み上げておりますほか、連結子会社で

あるヒューリックオフィスサービス株式会社による給食業務の受託事業等が寄与した結果、営業収益は12,558百

万円(前年同期比472百万円、3.9％増)、営業利益は911百万円(前年同期比88百万円、10.7％増)となりました。
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③ 次期の見通し

 次期につきましては、経済環境は、政策の下支えにより概ね堅調な推移が期待されますが、中国などの新興国

経済の低迷、英国ＥＵ離脱問題による欧州経済の動揺、米国の新政権が掲げる政策の動向などを背景に、先行き

の不透明感は払拭できない状況にあります。不動産業界を取り巻く環境におきましても、空室率の低下など改善

の傾向は引き続き見られるものの、必ずしも楽観視できない状況にあります。 

 こうした情勢のもと、当社グループは、引き続き注意深く事業を推進し、更なる飛躍に向けて策定した新規中

期経営計画（2016-2018）に基づき、中核事業である不動産賃貸事業の強化、着実な建替の推進、不動産バリュ

ーアッドビジネスの推進、高齢者ビジネス・観光事業・環境事業の各分野におけるビジネスの深化、新規分野の

開拓などにより、事業基盤を確実に強化してまいります。 

 次期（平成29年12月期）の通期業績予想につきましては、以下の通り計画しております。

 

連結業績予想       （単位：百万円）

  平成29年12月期

営業利益 60,000

経常利益 57,000

親会社株主に帰属
する当期純利益

38,000

 

 なお、本資料に記載いたしました業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基

づく分析・判断によるものであり、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績につきましては、経営環境の変化等により、異なる結果となる可能性があります。
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（2）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産）

 当連結会計年度末の資産合計は、1,133,994百万円となり、対前期末比42,727百万円増加いたしました。当社

グループにおきましては、強固な賃貸ポートフォリオ構築の観点から、既存保有物件建替の着実な推進、ＣＲＥ

など戦略的なソーシング等に取り組んでおります。

 また、ヒューリックリート投資法人の中長期的な収益向上と運用資産の着実な積上げを実現するために、スポ

ンサーとしてのサポートやバックアップに努めてまいります。

主な項目の増減は以下の通りであります。 

①現金及び預金 8,326百万円減少  

②販売用不動産 23,076百万円減少 （固定資産からの振替、物件の取得、竣工及び売却） 

③仕掛販売用不動産 11,203百万円増加 （固定資産からの振替等） 

④建物及び構築物 3,879百万円増加 （物件の取得、竣工及び販売用不動産への振替） 

⑤土地 57,725百万円増加 （物件の取得、販売用不動産及び仕掛販売用不動産への振替） 

⑥建設仮勘定 3,986百万円増加 
（建替及び開発計画の進行、物件の竣工及び仕掛販売用不動産へ

の振替） 

⑦投資有価証券 6,774百万円増加 （投資有価証券の取得及び有価証券の含み益の増加等） 

 

（負債） 

 当連結会計年度末の負債合計は、792,906百万円となり、対前期末比18,685百万円増加いたしました。これ

は、主に、設備投資等に伴い、資金調達をおこなったことによるものであります。

 当社グループの借入金残高は627,375百万円となっておりますが、このうち特別目的会社（ＳＰＣ）のノンリ

コースローンが4,400百万円含まれております。金融機関からの資金調達については、高い収益力を背景として

安定的に低コストで調達をおこなっております。

 

（純資産） 

 当連結会計年度末の純資産合計は、341,087百万円となり、対前期末比24,042百万円増加いたしました。この

うち株主資本合計は、303,523百万円となり、対前期末比で22,154百万円増加しております。これは、主に、親

会社株主に帰属する当期純利益による利益剰余金の増加及び配当金の支払による利益剰余金の減少によるもので

あります。

 また、その他の包括利益累計額合計は、33,380百万円となり、対前期末比で1,812百万円増加いたしました。

これは、主に、有価証券の含み益が1,521百万円増加したことによるその他有価証券評価差額金の増加によるも

のであります。

 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物は、営業活動により108,407百万円増加し、投資活動により

111,018百万円減少し、財務活動において5,715百万円減少し、当連結会計年度末には22,671百万円となりまし

た。

(単位：百万円)

  平成27年12月期 平成28年12月期

営業活動によるキャッシュ・フロー 36,272 108,407

投資活動によるキャッシュ・フロー △284,580 △111,018

財務活動によるキャッシュ・フロー 257,934 △5,715

現金及び現金同等物の期末残高 30,997 22,671

 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動によるキャッシュ・フローは108,407百万円の収入(前期比72,135百万円)となりました。これは主

に、不動産賃貸収入及び販売用不動産の売却を主因とした税金等調整前当期純利益が50,199百万円、減価償却費

が11,299百万円、たな卸資産の減少額が39,974百万円あったためであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは111,018百万円の支出(前期比173,561百万円)となりました。これは主

に、強固な賃貸ポートフォリオ構築の観点から、建替を進めるとともに新規物件の取得をおこなったためであり

ます。
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動によるキャッシュ・フローは5,715百万円の支出(前期比△263,649百万円)となりました。これは主

に、建替や新規物件の取得に伴う資金調達をおこなった一方で、前期比増加した配当金の支払いがあったことに

よるものあります。

 

（参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成26年12月期 平成27年12月期 平成28年12月期

 自己資本比率(％) 26.1 28.6 29.7

 時価ベースの自己資本比率(％) 92.8 64.5 60.3

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率(倍) 5.6 18.1 6.1

 インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 18.5 8.2 23.7

自己資本比率： 自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額/総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率: 有利子負債/キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ: キャッシュ・フロー/利払い

 

（注）１．各指標の基準はいずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。

４．有利子負債は連結財務諸表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。

 

③ 次期の見通し 

 平成29年12月期におきましても、引き続き保有物件の建替や新規物件投資を計画的に推進してまいります。設

備投資等に伴うキャッシュ・フローの支出は、金融機関からの借入や社債等を中心に調達する予定であります。

 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、不動産賃貸事業を主たる事業としていることもあり、長期的かつ安定的な事業基盤の強化のために必要

な内部留保の充実をはかるとともに、株主への利益還元を狙いとして、安定した配当を継続することを基本方針と

しております。また、業績動向を踏まえた配当とすることも同様に重要と考えております。

 当社は、期末配当による年１回の剰余金の配当をおこなうことを基本方針としておりますが、下記の通り、中間

配当制度を採用していることから、各事業年度の業績の状況を勘案し、中間配当を実施することにより、年２回の

剰余金の配当をおこなう場合もございます。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、

中間配当については取締役会であります。

 このような利益配分の考え方に基づき、当事業年度の配当金につきましては、平成29年３月24日開催予定の定時

株主総会で、普通配当８円に加え、平成29年１月にヒューリック㈱に商号変更後10周年を迎えたことから１円の記

念配当を加えて、期末配当９円（中間配当８円実施済）を決議する予定であります。

 当社は、会社法第454条第５項に基づき、中間配当制度を採用しております。

 なお、当事業年度の剰余金の配当額は以下の通りであります。

 

決議年月日
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり配当額 
（円）

 平成28年７月28日

 取締役会決議
5,291 8.0

 平成29年３月24日

 定時株主総会決議予定
5,955 9.0

 
 また、平成29年12月期配当につきましては、上記方針に則り、年18円（中間配当９円、期末配当９円）の配当を

見込んでおります。
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（4）事業等のリスク 

 本資料に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

るリスクについて、主な事項を記載しています。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項について

も、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項につきましては、投資者に対する積極的な情報開示の観点

から以下に記載しております。なお、当社グループは、これらの事項の可能性を認識した上で、発生の回避及び発

生した場合の対応に努める所存であります。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在にお

いて当社グループが判断したものであります。

 

① 当社グループの事業に関するリスク

（不動産賃貸事業に関するリスク）

 当社グループは不動産事業を主たる業務として営んでおりますが、このうち企業向けオフィスビルの賃貸が収

益の過半を占めております。一般的にテナント企業の不動産賃貸物件に対するニーズは景気の変動に影響を受け

やすく、経済情勢が悪化した場合、賃料収入に予期せぬ影響を及ぼす可能性があります。当社グループのテナン

トは長期安定したテナントが多く、過去の推移からも賃料の変動は景気変動に比し小さい傾向にありますが、国

内景気が冷え込み、これを受けて不動産市況が悪化した場合、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性がありま

す。また、テナントや入居者の信用力の低下による賃料の支払の延滞、賃料の減額要求による賃料の値下げ、退

去による空室率の上昇などによって不動産賃貸収入が低下することで、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

（不動産価値の低下に関するリスク）

 当社グループでは、賃貸用不動産を始めとして多くの事業用不動産を保有しておりますが、不動産市況の悪化

による賃料水準の低下や空室率の上昇などにより、事業用不動産に対する減損処理が必要となった場合、評価損

等の発生によって、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（建替に伴うリスク）

 当社グループの収益力は比較的安定しているものと考えておりますが、既存ビルの建替の際には、テナントの

立ち退きに関する費用や設備の除却等により多額の特別損失が発生することとなります。当社グループにおける

既存ビルの建替は、特別損失を計上しても、中長期的に当社グループの収益力を強化する戦略的なものであり、

全体の収益計画を踏まえた計画的な建替をおこなってまいります。また、特別損失の発生に対しては、固定資産

の売却の検討などにより、その影響を極力限定的なものにコントロールしてまいります。

 しかしながら、建替の規模により、特別損失を通じて親会社株主に帰属する当期純利益段階の業績が大きく影

響を受ける可能性や、建替の時期により、年度間で親会社株主に帰属する当期純利益が大きく変動する可能性が

あります。加えて建替が、主要テナントの事情等何らかの理由により計画通り進捗しない場合、当社の利益計画

に影響を及ぼす可能性があります。

 

（不動産事業における投資判断に関するリスク）

 当社グループでは、賃貸用不動産、販売用不動産を問わず、新規不動産の取得や、ＳＰＣに対する出資等にあ

たっては、物件の収益の安定性や成長性について専門的な見地から十分に検討を重ねたうえで投資判断をおこな

っておりますが、顧客の需要動向、金利動向、販売価格動向等、種々の変化によって、当初想定していた通りの

収益が確保できなかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（その他、不動産事業に付随するリスク）

ａアスベスト対策等について

 当社グループが保有・管理する賃貸物件について、労働安全衛生法施行令の改正に伴い、吹き付けアスベ

ストの調査を実施し、全て措置済であります。しかしながら、当社グループが予期しない形でアスベストの

使用が発覚し、その処理のための費用負担が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。また、アスベスト以外にも身体に害を与えるとされる建築材料が将来新たに指定され、それら

の処理義務が当社グループに課せられた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ｂ土壌汚染等の対策について 

 土壌汚染対策法（平成15年２月15日施行）により、土地の所有者等は同法に規定する特定有害物質による

土壌の汚染の状況についての調査・報告や、汚染の除去等の措置を、命ぜられることがあります。

 当社グループが保有・管理する賃貸物件については、現時点で土壌汚染物質の問題は発生してはおりませ

んが、近隣地域から汚染物質が流入する等の問題が発生した場合や、新たな汚染物質が指定される等、当社
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グループが予期しない形で土壌汚染対策が求められた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

 

ｃその他不動産事業固有のリスク

 当社グループでは、各種設備について、法定の点検のみならず定期的な保守点検を実施し、また、小規模

修繕の状況を注視するなど、資産の保全と安全の確保に、日頃より万全の注意を払っております。 

 しかしながら、資産の劣化・毀損が予期せぬ時期に予期せぬ規模で起こった場合、その対策にあたるた

め、当社グループの財政状態並びに経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（有利子負債への依存に関するリスク）

 当社グループは、平成28年12月期末現在で665,375百万円の有利子負債残高を有しております。また、今後も

既存不動産の建替等をおこなうにあたっては、借入等にて資金手当てをおこなうことも予定していることから、

有利子負債残高は今後の事業拡大にあたって更に増加する可能性があります。これに対しては、外部格付けを取

得し、その維持・向上をはかることにより財務統制をおこなっております。

 しかしながら、金融環境の変化等の状況によっては、当社グループが望む条件での資金調達が十分におこなえ

ず、今後の当社グループの事業計画等に影響を及ぼす可能性があります。また、当社は、既存の長期借入金につ

いては、すべて固定金利としており、大半の借入金については将来の金利変動リスクをヘッジする施策を講じて

おります。しかしながら、将来において金利が急速かつ大幅に上昇した場合、また、固定金利借入の借り換え時

の金利情勢によっては、資金調達コストの増加により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

  《有利子負債残高の推移》

 
平成24年
12月期

平成25年
12月期

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

有利子負債残高（百万円） 416,619 462,036 473,299 658,214 665,375 

総資産（百万円） 637,919 720,344 773,401 1,091,266 1,133,994

有利子負債比率（％） 65.3 64.1 61.1 60.3 58.6 

 

（自然災害、人災等によるリスク）

 地震を中心とした自然災害、テロその他の人災の発生に対しては、「事業継続基本計画」を設けております

が、当社グループが所有する資産に毀損等があった場合、当社グループの事業に悪影響を及ぼし、また、所有す

る資産の価値が低下する可能性があります。特に地震対策として、旧建築基準法下の物件について、旧来の保有

物件に関しては耐震補強工事を完了し、新規取得物件についても順次対応をしておりますが、当社の保有・管理

する物件が首都圏に集中し、オフィスを中心とした賃貸物件のうち約６割が東京23区内という立地であることか

ら、想定を超える規模の東京直下型地震などのこの地域における甚大な災害により、当社グループの資産に予期

せぬ毀損等が発生した場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

 

（株価下落に関するリスク）

 当社グループが保有する投資有価証券の残高は平成28年12月期末現在で121,136百万円（うち、上場株式

67,020百万円（総資産の5.9％））となっております。それぞれの株式については長期的視点からの事業上の意

義も含めて保有・売却の判断をしており、加えて日々株価動向を調査し、月次または臨時の資金ＡＬＭ委員会を

開催して相場動向の影響と対応の検討をおこなっております。

 しかしながら、想定以上に株価が下落しまた株価低迷が長期化する場合には、評価損の計上等を通じ当社グル

ープの財政状態並びに経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

  《投資有価証券残高の推移》

 
平成24年
12月期

平成25年
12月期

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

投資有価証券（百万円） 89,127 101,601 109,231 114,362 121,136

(うち、上場株式)（百万円） 31,358 49,785 59,617 67,645 67,020 

(うち、その他)（百万円） 57,769 51,815 49,614 46,717 54,116 

その他有価証券評価差額金 

（百万円）
5,773 18,736 26,549 31,708 33,449
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（法的規制等変更リスク） 

 当社グループの事業である不動産・建築及び保険等に関する法的規制あるいは税制について、今後、改廃、ま

たは新たな規制が制定されることで、当社グループの事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

 

（情報セキュリティ管理に関するリスク） 

 当社グループは保険代理店業務を中心に、多数の法人・個人のお客さまの情報を保有しているほか、当社グル

ープ自体の様々な経営情報等の内部情報を有しております。これらの情報の管理については、コンプライアンス

委員会の統制のもと、情報セキュリティポリシーを始めとする情報関連諸規程とにより、運用管理をおこなって

おります。更に役職員に対する教育・研修等により情報管理の重要性を周知徹底し、システム上のセキュリティ

対策等もおこなっております。

 しかしながら、これらの対策にもかかわらず、不可抗力のシステムトラブル、内部・外部の要因により、重要

な情報が流出した場合には、当社グループの信用低下、補償コストの発生等、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

② みずほフィナンシャルグループ（以下、「みずほＦＧ」）との関係について

（みずほＦＧとの資本関係について）

 当社は、昭和32年３月、銀行業に対する各種不動産規制に対応するために、旧㈱富士銀行が設立の中心とな

り、親密な各社の出資のもとで不動産事業等を営む会社として設立されております。

 当社グループは設立以来、旧㈱富士銀行時代を含めみずほＦＧの子会社又は関連会社に該当したことはなく、

平成28年12月末時点におけるみずほＦＧからの出資比率は6.1％（みずほキャピタル㈱3.8％、㈱みずほ銀行

1.7％等）にとどまっております。また、みずほＦＧの事前承認を必要とする事項など、当社グループの意思決

定を妨げたり拘束したりする事項は特にありません。なお、「みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 沖電気

工業口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社」の所有する当社株式につきましては、沖電気工業

株式会社がみずほ信託銀行株式会社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図権は沖電

気工業株式会社に留保されているため、みずほＦＧからの出資比率には含めておりません。

 

（みずほＦＧとの取引関係について）

ａ不動産賃貸

 当社グループの総営業収益に占めるみずほＦＧからの営業収益の割合は、平成28年12月期において13.1％と

高い水準にあります。これは、当社の主要事業である不動産事業におけるビル賃貸においてみずほＦＧの中核

企業である㈱みずほ銀行を主要テナントとしているためであり、この背景としてはみずほＦＧの前身である旧

㈱富士銀行の財務統制上の要請から当社に購入要請があり、平成８年から11年にかけて95物件を購入し、同銀

行に賃貸してきたことなどが挙げられます。

 

  《営業収益に占めるみずほＦＧの比率の推移》

 
平成24年
12月期

平成25年
12月期

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

総営業収益（百万円） 94,319 108,444 212,791 169,956 215,780

うち、みずほＦＧ（百万円） 22,622 23,077 23,074 31,816 28,342 

みずほＦＧ比率（％） 23.9 21.2 10.8 18.7 13.1 

 

 
平成24年
12月期

平成25年
12月期

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

不動産事業営業収益 

（百万円）
84,567 96,066 200,293 138,064 183,439 

うち、みずほＦＧ（百万円） 18,054 16,940 16,906 16,907 16,335 

みずほＦＧ比率（％） 21.3 17.6 8.4 12.2 8.9 
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ｂ借入金 

 当社グループの借入総額に占めるみずほＦＧからの借入比率は、30％台で推移しております。

 

  《借入総額に占めるみずほＦＧの比率の推移》

 
平成24年
12月期

平成25年
12月期

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

借入総額（百万円） 391,323 371,840 419,197 620,113 627,375 

うち、みずほＦＧ（百万円） 148,089 141,750 156,213 229,269 223,305 

みずほＦＧ比率（％） 37.8 38.1 37.2 36.9 35.5 
 

 

（みずほＦＧとの人的関係について） 

 当社は設立以来、永年、親密な関係にあったみずほＦＧに人材斡旋の多くを依存していたことなどもあり、平

成28年12月末現在において、当社の役員及び役員に準ずる者26名のうち11名、当社の全従業員149名のうち16名

（役員に準ずる者を除く）はみずほＦＧ出身者でありますが、みずほＦＧ出身者は一部を除き当社に転籍済であ

ります。なお、本資料提出日現在において、役員に占めるみずほＦＧ出身者の比率は約40％となっております。

 また、当社は近年においては、事業戦略上必要となる不動産開発等の専門的知識を有した人材の採用を積極的

に推し進めており、今後も同様の方針を継続する予定であります。

 

③ 経営アドバイザリー委員会の設置

 当社グループとみずほＦＧとの関係は上記の通りとなっておりますが、当社グループは一個の独立した企業体と

して自らの経営責任のもとに事業経営をおこなっております。

 更にこの独立した事業経営について、透明性の高い経営と開示努力により幅広いステークホルダーの理解が得ら

れるよう、当社では平成20年７月より「経営アドバイザリー委員会」（注）を設置し、当社の独立性確保の強化及

びステークホルダーの利益が損なわれることのないよう、取締役会付議事項・報告事項のチェックを始めとした、

経営全般に関わる事項について助言・勧告をおこなう体制を構築しております。
 

（注）みずほＦＧ及び当社特定株主（上位10位までの大株主）出身者以外の第三者であって、法曹関係者、会計

士、学識者、実務家のうちから当社取締役会で選任された４名以上の委員で構成され原則月１回開催。
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２．企業集団の状況

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社13社（連結子会社11社、非連結子会社２社）及び関連

会社13社（持分法適用関連会社６社、持分法非適用関連会社７社）より構成されており、「不動産事業」、「保険事

業」、「人材関連事業」及び「その他」を営んでおります。

 「不動産事業」では、安定的で効率的な収益構造を確立している不動産賃貸業務、保有物件の建替及び都心部の好

立地において開発をおこなう不動産開発業務、賃貸ポートフォリオ拡大の為の不動産取得及び短期のウェアハウジン

グや不動産バリューアッドビジネス等の不動産の取得・転売をおこなう不動産投資業務、Ｊ－ＲＥＩＴ事業のアセッ

トマネジメント業務等をおこなっております。当社グループにおいては連結営業収益の約８割が「不動産事業」で

す。また、「保険事業」では生損保の保険代理店業務、「人材関連事業」では、人材派遣、人材紹介業務、「その

他」では建築工事請負業務、設計・工事監理業務、ホテルの運営業務などをおこなっております。 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業に係る位置付け及びセグメントとの関係は以

下の通りであり、次の４区分は、「５．連結財務諸表 （５）連結財務諸表に関する注記事項」に掲げるセグメント

情報等の区分と同一であります。

 

（1）不動産事業

① 不動産賃貸業務

 当社グループの中核事業は、東京23区の駅近を中心に保有・管理する約210件（販売用不動産除く）の賃貸物

件を活用した不動産賃貸事業であり、賃貸可能面積は約103万㎡となっております。この賃貸資産ポートフォリ

オを有効に活用し収益力の一層の強化をはかるため、容積消化率の低い物件を建替えて賃貸面積の拡大と賃料

収入の増強を実現し、効率的・安定的な賃貸収入を得るというのが当社のビジネスモデルの中核となっており

ます。また、賃貸ポートフォリオを拡充させるため、当社のポートフォリオ概念に沿った好立地物件の不動産

取得、不動産関連ＳＰＣへの出資にも取り組んでいます。不動産賃貸業務については、当社及び連結子会社の

仙台一番町開発特定目的会社ほか１社の連結子会社特別目的会社にてこの業務をおこなっております。

② 不動産開発業務

 当社では物件立地特性に応じた不動産開発業務をおこなっております。特に従来から保有している賃貸物件

の建替の着実な推進によるポートフォリオの質的改善をおこなっているほか、新規の物件取得・開発・売却を

通じた付加価値の実現をめざし、好立地物件での高品質な開発業務を推進しております。

 当連結会計年度におきましては、トラストガーデン常磐松などが竣工しております。

 そのほか現在、（仮称）ヒューリック有楽町二丁目開発計画、（仮称）日本橋二丁目再開発ＰＪ、（仮称）

ヒューリック渋谷公園通りビル計画及び調布富士ビル等の各建替計画についても順調に進行しております。

 また、企業の保有する不動産の有効活用を提案・実行するＣＲＥ事業や、マーケットの拡大が予想される高

齢者・観光・環境ビジネスにおいても、組織を強化して取り組んでおります。 

③ アセットマネジメント業務 

 当社の連結子会社ヒューリックリートマネジメント株式会社は、Ｊ－ＲＥＩＴ事業への参入のため平成26年

２月に上場しましたヒューリックリート投資法人からのアセットマネジメント業務受託をおこなっておりま

す。

④ その他 

 当社は長期投資のほか、不動産マーケットにおける多様なニーズに対応して、短期のウェアハウジングや不

動産バリューアッドビジネス等、不動産の取得・転売をおこなう業務もおこなっております。

 当社の連結子会社ヒューリックビルマネジメント株式会社及び持分法適用関連会社２社では、賃貸不動産に

関連する業務としてビル管理業務、警備業務、ビル清掃業務をおこなっております。

 また、当社の連結子会社スマート・ライフ・マネジメント株式会社では、不動産におけるヘルスケア事業の

企画及びヘルスケア事業の運営に関わる不動産賃貸業務をおこなっております。
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（2）保険事業

 当社の連結子会社ヒューリック保険サービス株式会社は、損害保険会社19社及び生命保険会社20社と代理店

契約を締結し、火災保険・自動車保険等の損害保険代理店業務、定期保険・養老保険等の生命保険及び医療保

険等の募集業務をおこなっております。また、保険代理店業務に関連する集金代行業務をおこなっておりま

す。

 保険事業は法人マーケットに重点を置いた営業を展開しておりますが、個人顧客にも「お客さま第一」のき

め細やかなサービスを提供し、法・個人のバランスのとれた営業基盤を築いております。

 

（3）人材関連事業

 当社の連結子会社株式会社アヴァンティスタッフは、人材派遣・人材紹介業務等をおこなっております。

 

（4）その他 

 当社の連結子会社ヒューリックビルド株式会社は、当社保有ビル等の営繕工事、テナントの入退去時の内装

工事を中心とした建築工事請負業務、設計・工事監理業務等をおこなっており、当社の連結子会社ヒューリッ

クオフィスサービス株式会社は、給食業務等をおこなっております。当社の連結子会社ヒューリックホテルマ

ネジメント株式会社は、「ＴＨＥ ＧＡＴＥ ＨＯＴＥＬ 雷門 ｂｙ ＨＵＬＩＣ」の運営を順調におこなっ

ております。

 

（全社） 

 当社の連結子会社であるヒューリックプロサーブ株式会社は、当社グループへ経理・人事総務・システム等に関

するサービスを提供しております。

 

 

 以上の事項を系統図に示すと次の通りであります。 

［事業系統図］

 

 

 

- 12 -

ヒューリック㈱　(3003)　平成28年12月期　決算短信



３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社グループは、「お客さまの社会活動の基盤となる商品・サービスを提供することにより、永く『安心と信

頼に満ちた社会』の実現に貢献する」ことを企業理念として掲げ、企業理念の実践による社会発展への貢献をめ

ざしております。また、「ＣＳＲレポート2016」において『地球環境』『お客さま』『従業員』『地域社会』と

いう各分野別に、「地球温暖化防止」や「ＢＣＰ：Business Continuity Plan」への取組み等当社の社会的責任

に対する姿勢を明らかにしております。

 そのために、安定した事業基盤を活かしつつ成長を遂げる企業をめざし、新しい視点で業務に取り組み企業価

値の一層の向上に努めております。そしてお客さまに最適な商品・サービスを提供することによりお客さまの満

足を何より重視することを、基本姿勢としてまいります。

 結果として、高い成長と企業価値の向上を実現し、あらゆるステークホルダーの信頼を得られるよう努力して

まいります。

 

(2）目標とする経営指標

 当社グループでは、賃貸事業での安定的収益を確保しつつ、開発事業・アセットマネジメント事業・ＣＲＥ事

業の展開など、賃貸事業に近い領域で収益分野を拡げ、利益成長と収益の安定性の両面を具備した事業構造の強

化を推進することとしております。

 注視する指標としては経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益という段階利益だけでなく、ネットＤ/Ｅレ

シオや有利子負債対ＥＢＩＴＤＡ倍率等、種々の経営指標のバランスを取りながら、収益力の着実な増強を実現

してまいります。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

 こうした環境のもと、当社グループは、平成28年度を初年度として新たに策定した中期経営計画に基づき、

『変革とスピード』をキーワードとして不動産賃貸事業を核としたビジネスモデルを発展進化させ、永続的な企

業価値の増大を遂げることに注力してまいりました。この戦略に沿った施策として、新規物件への投資や既存物

件の建替、不動産バリューアッドビジネスの推進や高齢者・観光・環境の各分野におけるビジネス領域の拡大と

深化などにより、規模と多様性を併せ持ったポートフォリオの充実をはかり、安定的な収益源を確保するととも

に、企業価値の持続的向上をはかることができる体制の構築に取り組んでまいりました。 

 平成29年度におきましても、更なる飛躍に向けて策定した新たな中期経営計画に基づき、変革とスピードを徹

底し、不動産賃貸事業の更なる増強をはかるとともに、新たな事業への取り組みを強化し、新中期経営計画の達

成に向けた事業基盤の維持・発展を進めてまいります。

 

① 不動産賃貸事業の強化

 当社グループの中核事業は、東京23区の駅近を中心に保有・管理する賃貸物件を活用した不動産賃貸事業で

あり、容積消化率の低い物件を建替えて賃貸面積の拡大と賃料収入の増強を実現し、資産運用効率の極大化を

はかってまいります。 

 建替に際してはオフィスのほか高齢化等の社会環境の変化を反映した、賃貸マンション・高齢者施設・商業

施設など立地特性にあった用途を選択するとともに、隣地との一体開発など、様々な開発手法の組み合わせに

より財務規律を維持しつつ事業収益の強化をはかっており、併せて、開発を前提とした物件の取得も継続的に

おこなっております。

 また、当社は東京23区の駅近を中心とした好立地物件を多く所有していることから、当社はマーケットより

常に低い空室率を維持しておりますが、ポートフォリオの拡大に合わせて、テナントリーシング部の再編によ

りテナントリーシング力を更に強化し、不動産賃貸事業の底支えをはかっております。 

 

② 新規業務分野開拓

 新規取り組みとして、不動産バリューアッドビジネスを推進し、実績を着実に積み重ねております。更に、

成長分野である観光事業においては、「ＴＨＥ ＧＡＴＥ ＨＯＴＥＬ 雷門 ｂｙ ＨＵＬＩＣ」の営業を順

調におこなっており、「グランドニッコー東京 台場（底地）」など、外部からの観光ホテル物件等の取得にも

積極的に取り組んでおります。また、ＣＲＥ事業及び高齢者ビジネスにつきましても、「次世代型ヘルスケア

モール」、「納骨堂開発」等の取り組みを強化しております。 

 今後も、企業の保有する不動産の有効活用を提案・実行するＣＲＥ事業や、所有不動産以外の新規開発事

業、今後マーケットの拡大が予想される高齢者・観光・環境ビジネスを深化し、社会構造の変化に対応した新

しい不動産関連事業領域への取り組みをおこなっていくことで、新しい成長ドライバーを開拓してまいりま

す。また、同時に長寿命化ビルの標準仕様化やＣＯ２総量削減に向けた環境配慮ビルの建設等を推進し、地球

環境保全と企業成長の一体化をはかってまいります。
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③ 保険部門収益の増強

 当社の連結子会社であるヒューリック保険サービス株式会社は、保険代理店専業の会社として、機動的かつ

効率的な業務運営体制を構築しております。基本戦略は、提案セールス力の強化による生産性の向上とお客さ

ま満足度の向上であり、引き続き営業・事務の両面で高いレベルのサービスを提供し、付加価値の高い保険代

理店営業をおこなってまいります。

 

 こうした事業戦略の展開にあたっては、その基盤として、「内部統制」、「リスク管理」、「コンプライアン

ス」、「開示統制」が充分に機能した、磐石な経営管理体制を構築してまいります。特にリスク管理に関して

は、大規模災害等の発生に対応した「事業継続基本計画」（ＢＣＰ）を制定しております。このＢＣＰを定期的

に見直しているほか、ビル管理に係る外部の会社とも共同でＢＣＰ訓練を実施し、有事対応の実践・遂行力向上

に取り組んでおります。

 また、「コーポレートガバナンス・コード」の各原則を踏まえ、当社の持続的成長・企業価値向上に向けての

最適なコーポレートガバナンスを実現するための枠組みとして、「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を

制定しております。ガイドラインを基に健全な企業統治の下で株主の権利に留意し、永続的な企業価値の向上を

めざしてまいります。

 有価証券ポートフォリオにつきましても、株式市況動向を見ながら、必要に応じ売却等により機動的な管理運

営をおこなっていく計画であります。

 そのほか、サステナビリティの考え方を重視したバランス経営を実践すべく、環境に配慮したビジネス展開、

地域社会をはじめ各ステークホルダーとの関係強化、強固なガバナンス体制の構築など、バランスのとれたＥＳ

Ｇ経営を基に社会的ニーズに対応した価値創造を進めており、更に、障害者スポーツ団体への支援など、社会貢

献活動も強化しております。併せて、人材育成を軸として、女性活躍推進法に基づく行動計画策定など、女性や

高齢者も等しく能力を発揮できる職場とし、一人当たり生産性の高い企業、人が育つ企業をめざしてまいりま

す。

 

 なお、文中において示しました中期経営計画並びに財務目標（経営目標）については環境変化により達成でき

ない可能性があります。

 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、現在日本基準を適用しております。なお、将来国際会計基準を適用するかにつきましては、現時

点では未定です。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表
 

    (単位：百万円) 

  前連結会計年度 
(平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 31,224 22,898 

受取手形及び営業未収入金 3,870 4,297 

商品 0 0 

販売用不動産 86,587 63,510 

仕掛販売用不動産 21,001 32,205 

未成工事支出金 45 91 

貯蔵品 38 39 

営業投資有価証券 2,256 1,032 

繰延税金資産 9,024 961 

その他 6,215 2,975 

貸倒引当金 △4 △5 

流動資産合計 160,261 128,007 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 250,981 264,169 

減価償却累計額 △61,095 △70,404 

建物及び構築物（純額） 189,885 193,765 

機械装置及び運搬具 3,859 4,017 

減価償却累計額 △886 △1,163 

機械装置及び運搬具（純額） 2,972 2,853 

土地 580,352 638,078 

建設仮勘定 2,517 6,503 

その他 1,644 1,789 

減価償却累計額 △881 △1,030 

その他（純額） 762 758 

有形固定資産合計 776,490 841,959 

無形固定資産    

のれん 4,942 4,088 

借地権 21,758 21,510 

その他 442 475 

無形固定資産合計 27,143 26,074 

投資その他の資産    

投資有価証券 114,362 121,136 

差入保証金 7,165 9,367 

繰延税金資産 724 755 

退職給付に係る資産 12 37 

その他 4,608 6,376 

貸倒引当金 △0 △0 

投資その他の資産合計 126,873 137,673 

固定資産合計 930,507 1,005,707 

繰延資産    

開業費 18 6 

株式交付費 479 272 

繰延資産合計 497 279 

資産合計 1,091,266 1,133,994 

 

- 15 -

ヒューリック㈱　(3003)　平成28年12月期　決算短信



 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 105,000 28,000 

1年内返済予定の長期借入金 135,687 85,544 

1年内償還予定の社債 100 － 

未払費用 3,104 3,363 

未払法人税等 933 6,904 

前受金 4,959 5,395 

賞与引当金 324 367 

役員賞与引当金 145 164 

その他 7,522 9,248 

流動負債合計 257,778 138,987 

固定負債    

社債 38,000 38,000 

長期借入金 379,425 513,831 

繰延税金負債 44,605 42,669 

役員退職慰労引当金 64 71 

株式給付引当金 － 454 

退職給付に係る負債 1,075 1,092 

長期預り保証金 51,036 55,332 

その他 2,235 2,466 

固定負債合計 516,442 653,919 

負債合計 774,221 792,906 

純資産の部    

株主資本    

資本金 62,641 62,695 

資本剰余金 78,706 78,760 

利益剰余金 140,214 163,206 

自己株式 △193 △1,140 

株主資本合計 281,368 303,523 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 31,708 33,449 

繰延ヘッジ損益 △73 △50 

退職給付に係る調整累計額 △66 △19 

その他の包括利益累計額合計 31,568 33,380 

非支配株主持分 4,108 4,184 

純資産合計 317,045 341,087 

負債純資産合計 1,091,266 1,133,994 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

営業収益 169,956 215,780 

営業原価 114,021 145,509 

営業総利益 55,935 70,271 

販売費及び一般管理費 13,932 16,893 

営業利益 42,002 53,377 

営業外収益    

受取利息 27 11 

受取配当金 1,421 1,545 

持分法による投資利益 999 844 

賃貸解約関係収入 497 281 

その他 2,054 250 

営業外収益合計 5,000 2,933 

営業外費用    

支払利息 4,214 4,516 

その他 253 362 

営業外費用合計 4,468 4,878 

経常利益 42,534 51,432 

特別利益    

固定資産売却益 421 247 

投資有価証券売却益 3,712 837 

匿名組合等投資利益 3 94 

その他 21 35 

特別利益合計 4,159 1,215 

特別損失    

固定資産売却損 46 0 

固定資産除却損 351 1,578 

建替関連損失 1,708 667 

投資有価証券売却損 4 － 

投資有価証券評価損 0 － 

投資有価証券償還損 0 － 

減損損失 － 193 

貸倒引当金繰入額 0 － 

その他 6 8 

特別損失合計 2,118 2,448 

税金等調整前当期純利益 44,575 50,199 

法人税、住民税及び事業税 4,357 8,763 

法人税等調整額 6,292 6,274 

法人税等合計 10,649 15,038 

当期純利益 33,925 35,161 

非支配株主に帰属する当期純利益 296 263 

親会社株主に帰属する当期純利益 33,628 34,897 
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（連結包括利益計算書）
 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

当期純利益 33,925 35,161 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 5,324 1,749 

繰延ヘッジ損益 105 23 

為替換算調整勘定 △1,319 － 

退職給付に係る調整額 55 78 

持分法適用会社に対する持分相当額 △167 △39 

その他の包括利益合計 3,998 1,811 

包括利益 37,923 36,972 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 37,626 36,709 

非支配株主に係る包括利益 296 263 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 22,290 38,355 114,314 △191 174,767 

会計方針の変更による累積
的影響額     73   73 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 22,290 38,355 114,387 △191 174,841 

当期変動額           

新株の発行 40,307 40,307     80,615 

新株の発行（新株予約権の
行使） 

43 43     87 

剰余金の配当     △7,802   △7,802 

親会社株主に帰属する当期
純利益     33,628   33,628 

自己株式の取得       △1 △1 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 40,351 40,351 25,826 △1 106,527 

当期末残高 62,641 78,706 140,214 △193 281,368 

 

               

  その他の包括利益累計額 
非支配株主持
分 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 26,549 △179 1,321 △121 27,569 3,083 205,421 

会計方針の変更による累積
的影響額             73 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 26,549 △179 1,321 △121 27,569 3,083 205,495 

当期変動額               

新株の発行             80,615 

新株の発行（新株予約権の
行使）             87 

剰余金の配当             △7,802 

親会社株主に帰属する当期
純利益             33,628 

自己株式の取得             △1 

自己株式の処分             0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

5,158 105 △1,321 55 3,998 1,024 5,022 

当期変動額合計 5,158 105 △1,321 55 3,998 1,024 111,550 

当期末残高 31,708 △73 － △66 31,568 4,108 317,045 
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当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 62,641 78,706 140,214 △193 281,368 

会計方針の変更による累積
的影響額         － 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

62,641 78,706 140,214 △193 281,368 

当期変動額           

新株の発行         － 

新株の発行（新株予約権の
行使） 

54 54     108 

剰余金の配当     △11,904   △11,904 

親会社株主に帰属する当期
純利益     34,897   34,897 

自己株式の取得       △947 △947 

自己株式の処分         － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 54 54 22,992 △947 22,154 

当期末残高 62,695 78,760 163,206 △1,140 303,523 

 

               

  その他の包括利益累計額 
非支配株主持
分 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 31,708 △73 － △66 31,568 4,108 317,045 

会計方針の変更による累積
的影響額             － 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

31,708 △73 － △66 31,568 4,108 317,045 

当期変動額               

新株の発行             － 

新株の発行（新株予約権の
行使）             108 

剰余金の配当             △11,904 

親会社株主に帰属する当期
純利益             34,897 

自己株式の取得             △947 

自己株式の処分             － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 1,741 23 － 46 1,812 76 1,888 

当期変動額合計 1,741 23 － 46 1,812 76 24,042 

当期末残高 33,449 △50 － △19 33,380 4,184 341,087 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 44,575 50,199 

減価償却費 8,929 11,299 

減損損失 － 193 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 0 

賞与引当金の増減額（△は減少） 24 42 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 16 19 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11 7 

株式給付引当金の増減額（△は減少） － 454 

退職給付に係る資産負債の増減額 156 106 

受取利息及び受取配当金 △1,449 △1,556 

支払利息 4,214 4,516 

持分法による投資損益（△は益） △999 △844 

固定資産除却損 351 1,578 

有形固定資産売却損益（△は益） △343 △180 

無形固定資産売却損益（△は益） △31 △66 

投資有価証券売却損益（△は益） △3,707 △837 

投資有価証券評価損益（△は益） 0 － 

投資有価証券償還損益（△は益） 0 － 

匿名組合等投資損益（△は益） △3 △88 

為替差損益（△は益） △1,712 － 

売上債権の増減額（△は増加） 1,422 △426 

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,058 39,974 

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 774 1,224 

差入保証金の増減額（△は増加） 388 △2,201 

預り保証金の増減額（△は減少） 4,619 4,295 

その他の資産の増減額（△は増加） 1,423 1,326 

その他の負債の増減額（△は減少） △1,015 4,398 

小計 48,586 113,434 

利息及び配当金の受取額 1,485 1,662 

利息の支払額 △4,387 △4,566 

法人税等の還付額 － 1,127 

法人税等の支払額 △9,411 △3,250 

営業活動によるキャッシュ・フロー 36,272 108,407 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △1,226 － 

定期預金の払戻による収入 3,400 － 

有形固定資産の取得による支出 △164,060 △106,729 

有形固定資産の売却による収入 5,259 1,679 

無形固定資産の取得による支出 △4,064 △2,427 

無形固定資産の売却による収入 173 408 

投資有価証券の取得による支出 △24,744 △5,396 

投資有価証券の売却による収入 36,304 888 

新規連結子会社の取得による支出 △135,374 － 

貸付けによる支出 △308 △143 

その他 60 702 

投資活動によるキャッシュ・フロー △284,580 △111,018 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 76,000 △77,000 

短期社債の純増減額（△は減少） △4,026 △2 

長期借入れによる収入 249,000 225,400 

長期借入金の返済による支出 △124,084 △141,137 

社債の償還による支出 △12,000 △100 

株式の発行による収入 79,997 － 

ストックオプションの行使による収入 87 108 

自己株式の売却による収入 0 － 

自己株式の取得による支出 △1 △947 

配当金の支払額 △7,802 △11,904 

非支配株主からの払込みによる収入 889 － 

非支配株主への配当金の支払額 △124 △117 

その他 △1 △14 

財務活動によるキャッシュ・フロー 257,934 △5,715 

現金及び現金同等物に係る換算差額 242 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,868 △8,326 

現金及び現金同等物の期首残高 21,129 30,997 

現金及び現金同等物の期末残高 30,997 22,671 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処

理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法

に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更

をおこなっております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替え

をおこなっております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4）、連結会計基準第44－５項(4）及び

事業分離等会計基準第57－４項(4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来

にわたって適用しております。

 これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、必要な資金を主に銀行借入、社債や短期社債（コマーシャル・ペーパー）の発行によって調

達する方針としております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引

は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引はおこなわない方針であります。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに対して

は、取引先ごとの期日管理及び残高管理をおこなっており、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減をはかっております。

 営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、特別目的会社に対する匿名組

合出資、資産流動化法に基づく特定目的会社に対する優先出資等であり、それぞれ市場価格の変動リスク及び発

行体の信用リスクに晒されております。当該リスクに対しては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握して

おります。

 賃借物件において預託している差入保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。

 借入金、社債及び短期社債（コマーシャル・ペーパー）は、主に運転資金や設備投資に必要な資金の調達を目

的としたものであり、償還日は最長で前連結会計年度は決算日から約13年後、当連結会計年度は決算日から約12

年後であります。このうち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ

取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

 デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であ

り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとにおこなっております。ヘッジの有効性の評価方法については、繰延ヘッ

ジを採用しているものについては、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ローの累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しており、金利スワップの特例処理の要件を満た

すものについては、有効性の評価を省略しております。

 また、資金調達に係る流動性リスクについては、適時に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理してお

ります。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは含まれておりません。

 

 前連結会計年度（平成27年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 31,224 31,224 －

(2) 受取手形及び営業未収

入金
3,870 3,870 －

(3) 投資有価証券 88,950 87,950 △1,000

 資産計 124,046 123,045 △1,000

(1) 短期借入金 105,000 105,000 －

(2) １年内返済予定の長期

借入金及び長期借入金
515,113 521,603 6,490

(3) １年内償還予定の社債

及び社債
38,100 38,584 484

 負債計 658,213 665,187 6,974

 デリバティブ取引(*) (129) (129) －

 (*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は( )で示しております。

 

 当連結会計年度（平成28年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 22,898 22,898 －

(2) 受取手形及び営業未収

入金
4,297 4,297 －

(3) 投資有価証券 95,299 92,980 △2,318

 資産計 122,495 120,176 △2,318

(1) 短期借入金 28,000 28,000 －

(2) １年内返済予定の長期

借入金及び長期借入金
599,375 607,993 8,617

(3) 社債 38,000 38,607 607

 負債計 665,375 674,601 9,225

 デリバティブ取引(*) (76) (76) －

 (*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は( )で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産 

(1) 現金及び預金

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(2) 受取手形及び営業未収入金 

相手先の信用状態が契約後大きく異なっていない限り、回収期間等から時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

上場株式等は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項について

は、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負債 

(1) 短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(2) １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金

固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入をおこなった場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時

価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。なお、変動金利によるも

ののうち、金利スワップの特例処理の対象とされたものは、当該金利スワップと一体として処理された元利

金の合計額を、新規に同様の借入をおこなった場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によってお

ります。

(3) １年内償還予定の社債及び社債

主として市場価格等によっております。

デリバティブ取引 

 注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成27年12月31日）
当連結会計年度

（平成28年12月31日）

営業投資有価証券（*１） 2,256 1,032

投資有価証券    

子会社株式及び関連会社株式（*１） 10,042 11,307

その他有価証券    

非上場株式（*１） 10,660 10,609

その他（匿名組合出資・優先出資等）

（*１）
4,709 3,920

差入保証金（*２） 7,165 9,367

長期預り保証金（*３） 51,036 55,332

（*１）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の

対象としておりません。

（*２）市場価格がなく、実質的な残存期間を算定することが困難であり、合理的なキャッシュ・フローを見積

ることが極めて困難と認められ、かつ、金額的な重要性もないため、時価開示の対象としておりませ

ん。

（*３）市場価格がなく、実質的な残存期間を算定することが困難であり、合理的なキャッシュ・フローを見積

ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年12月31日） 

 
１年以内 
（百万円）

１年超 
５年以内 
（百万円）

５年超 
10年以内 
（百万円）

10年超 
（百万円）

現金及び預金 31,224 － － －

受取手形及び営業未収

入金
3,870 － － －

投資有価証券

その他有価証券のう

ち満期があるもの

債券（社債）

 

 

 

 

－

 

 

 

 

－

 

 

 

 

80

 

 

 

 

－

合計 35,095 － 80 －

 

当連結会計年度（平成28年12月31日） 

 
１年以内 
（百万円）

１年超 
５年以内 
（百万円）

５年超 
10年以内 
（百万円）

10年超 
（百万円）

現金及び預金 22,898 － － －

受取手形及び営業未収

入金
4,297 － － －

投資有価証券

その他有価証券のう

ち満期があるもの

債券（社債）

 

 

 

 

－

 

 

 

 

－

 

 

 

 

80

 

 

 

 

－

合計 27,195 － 80 －

 

４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く。)の返済予定額

前連結会計年度（平成27年12月31日） 

 
１年超 

２年以内 
(百万円) 

２年超 
３年以内 
(百万円) 

３年超 
４年以内 
(百万円) 

４年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超 
(百万円) 

社債 － 15,000 8,000 5,000 10,000 

長期借入金 76,314 60,727 24,317 12,217 205,850 

リース債務 0 － － － － 

合計 76,314 75,727 32,317 17,217 215,850 

 

当連結会計年度（平成28年12月31日） 

 
１年超 

２年以内 
(百万円) 

２年超 
３年以内 
(百万円) 

３年超 
４年以内 
(百万円) 

４年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超 
(百万円) 

社債 15,000 8,000 5,000 － 10,000 

長期借入金 69,957 34,127 22,607 27,807 359,333 

リース債務 1 1 0 － － 

合計 84,958 42,128 27,607 27,807 369,333 
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年12月31日） 

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 64,388 24,160 40,227

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 15,426 10,620 4,805

小計 79,814 34,781 45,032

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 3,257 3,788 △531

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 3,257 3,788 △531

合計 83,072 38,570 44,501

 

当連結会計年度（平成28年12月31日） 

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 64,517 25,211 39,305

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － － 

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 22,275 15,322 6,952

小計 86,792 40,534 46,257

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 2,503 2,738 △234

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,503 2,738 △234

合計 89,295 43,272 46,023
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２．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1）株式 695 246 －

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 7,787 3,453 －

合計 8,482 3,699 －

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1）株式 888 837 －

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 888 837 －

 

 

３．減損処理をおこなった有価証券

前連結会計年度において、有価証券について０百万円（その他有価証券のその他０百万円）減損処理をおこな

っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

 該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度（平成27年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 

（百万円） 
契約額等のうち１
年超（百万円） 

時価 
(百万円) 

原則的処理方法 
金利スワップ取引       （注）１ 

変動受取・ 
固定支払 

長期借入金 7,220 712 △129 

金利スワップの
特例処理 

金利スワップ取引        

変動受取・ 
固定支払 

長期借入金 264,804 209,740 （注）２ 

合計 272,024 210,452 △129 

（注）１．時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成28年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 

（百万円） 
契約額等のうち１
年超（百万円） 

時価 
(百万円) 

原則的処理方法 
金利スワップ取引       （注）１ 

変動受取・ 
固定支払 

長期借入金 712 637 △76 

金利スワップの
特例処理 

金利スワップ取引        

変動受取・ 
固定支払 

長期借入金 358,790 309,125 （注）２ 

合計 359,502 309,762 △76 

（注）１．時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（賃貸等不動産関係）

 当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビル

や賃貸住宅、賃貸商業施設等を所有しております。なお、賃貸オフィスビルの一部については、当社及び一部の連結子

会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

 

 これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、期中増減

額及び時価は、次の通りであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

賃貸等不動産    

連結貸借対照表計上額    

  期首残高 507,078 730,353

  期中増減額 223,275 63,891

  期末残高 730,353 794,244

期末時価 942,871 1,036,627

賃貸等不動産として使用される部分を含
む不動産

   

連結貸借対照表計上額    

  期首残高 43,550 51,944

  期中増減額 8,394 145

  期末残高 51,944 52,090

期末時価 59,415 63,309

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増減額は、合併を含む不動産の取得（286,174百万円）による増加

であります。当連結会計年度の主な増減額は、不動産の取得（105,272百万円）による増加であります。

３．期末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額、その他の主

な物件については適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定した金額、一部の

物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。ただし、第三者から

の取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な

変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。また、期中に新

規取得した物件については、時価の変動が軽微であると考えられるため、連結貸借対照表計上額をもって時

価としております。

 

 また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次の通りであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

賃貸等不動産    

賃貸収益 43,228 53,945

賃貸費用 16,663 21,443

差額 26,564 32,502

その他損益（△は損失） △1,078 △1,905

賃貸等不動産として使用される部分を含
む不動産

   

賃貸収益 3,856 3,770

賃貸費用 2,075 2,046

差額 1,781 1,724

その他損益（△は損失） 14 0

（注）１．賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社及び一部の

連結子会社が使用している部分を含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されておりません。なお、当該不

動産に係る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。

２．その他損益のうち主なものは、前連結会計年度は、「営業外収益」に計上している賃貸解約関係収入、「特

別利益」に計上している固定資産売却益、「特別損失」に計上している建替関連損失、固定資産除却損等で

あります。当連結会計年度は、「特別損失」に計上している建替関連損失、固定資産除却損等であります。
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（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討をおこなう対象となって

いるものであります。

 当社グループは、当社及び当社の連結子会社等を基礎とした業種別のセグメントから構成されており、

「不動産事業」、「保険事業」及び「人材関連事業」の３つを報告セグメントとしております。

 なお、報告セグメントの主な内容は以下の通りであります。

（1）不動産事業・・・不動産賃貸業務、不動産開発業務、アセットマネジメント業務等

（2）保険事業・・・・保険代理店業務

（3）人材関連事業・・人材派遣業務、人材紹介業務等

 

２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。なお、決算短信においては、「連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項」の記載を省略しております。

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部営業収益又は振替高は

市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

連結財務諸
表計上額 
（注）３ 

  不動産事業 保険事業 
人材関連事

業 
計 

営業収益                

外部顧客への

営業収益 
137,544 3,260 19,094 159,898 10,057 169,956 － 169,956 

セグメント間
の内部営業収
益又は振替高 

520 － 85 605 2,028 2,633 △2,633 － 

計 138,064 3,260 19,179 160,504 12,085 172,590 △2,633 169,956 

セグメント利益 44,185 987 515 45,687 822 46,510 △4,507 42,002 

セグメント資産 946,396 4,184 4,515 955,096 12,950 968,046 123,219 1,091,266 

その他の項目                

減価償却費 8,611 11 49 8,672 26 8,698 230 8,929 

持分法適用会

社への投資額 
5,305 － － 5,305 10,393 15,699 － 15,699 

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

287,592 5 113 287,711 3 287,714 1,006 288,720 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築工事請負、設計・工事監理

業務等を含んでおります。

２．調整額の内容は以下の通りであります。

（1）セグメント利益の調整額△4,507百万円には、セグメント間取引消去△104百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△4,403百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理部門に係る費用であります。

（2）セグメント資産の調整額123,219百万円には、セグメント間取引消去△16,473百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社資産139,692百万円が含まれております。その主なものは、当社の余資運用資

産（現金及び預金）、投資有価証券及び一般管理部門に係る資産であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整をおこなっております。
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当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

連結財務諸
表計上額 
（注）３ 

  不動産事業 保険事業 
人材関連事

業 
計 

営業収益                

外部顧客への

営業収益 
182,883 3,191 19,023 205,098 10,681 215,780 － 215,780 

セグメント間
の内部営業収
益又は振替高 

556 － 91 647 1,876 2,524 △2,524 － 

計 183,439 3,191 19,114 205,746 12,558 218,304 △2,524 215,780 

セグメント利益 57,353 898 353 58,605 911 59,517 △6,140 53,377 

セグメント資産 1,007,235 4,382 4,794 1,016,412 13,105 1,029,518 104,476 1,133,994 

その他の項目                

減価償却費 10,943 13 49 11,006 25 11,032 266 11,299 

持分法適用会

社への投資額 
5,837 － － 5,837 10,565 16,402 － 16,402 

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

105,562 120 91 105,774 1 105,776 1,364 107,140 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築工事請負、設計・工事監理

業務等を含んでおります。

２．調整額の内容は以下の通りであります。

（1）セグメント利益の調整額△6,140百万円には、セグメント間取引消去△193百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△5,947百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理部門に係る費用であります。

（2）セグメント資産の調整額104,476百万円には、セグメント間取引消去△2,428百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社資産106,904百万円が含まれております。その主なものは、当社の余資運用資

産（現金及び預金）、投資有価証券及び一般管理部門に係る資産であります。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整をおこなっております。
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ｂ．関連情報

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

 本邦の外部顧客への営業収益が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

(2）有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

みずほフィナンシャルグループ 31,816 不動産事業、人材関連事業

ヒューリックリート投資法人 18,520 不動産事業

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

 本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

ヒューリックリート投資法人 49,051 不動産事業

みずほフィナンシャルグループ 28,342 不動産事業、人材関連事業
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ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

 該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日） 
 

          （単位：百万円） 

  不動産事業 保険事業 人材関連事業 その他 全社・消去 合計 

減損損失 193 － － － － 193 

 

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

          （単位：百万円） 

  不動産事業 保険事業 人材関連事業 その他 全社・消去 合計 

当期償却額 182 151 0 － － 334 

当期末残高 4,594 348 0 － － 4,942 

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

          （単位：百万円） 

  不動産事業 保険事業 人材関連事業 その他 全社・消去 合計 

当期償却額 724 138 0 － － 862 

当期末残高 3,869 218 0 － － 4,088 

 

 

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

前連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年12月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成28年１月１日 至 平成28年12月31日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
 

前連結会計年度
（自  平成27年１月１日
至  平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年１月１日
至  平成28年12月31日）

１株当たり純資産額 474.90円 511.68円

１株当たり当期純利益金額 52.75円 53.00円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 52.71円 52.98円

（注）１．株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（BBT）に残存する自社の株式は、１株当たり

当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり

純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度667千株で

あり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度882千株であり

ます。 

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。

 
前連結会計年度

（自 平成27年１月１日
至 平成27年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
33,628 34,897

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（百万円）
33,628 34,897

普通株式の期中平均株式数（千株） 637,474 658,412

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 463 257

  （うち新株予約権（千株）） （463） （257）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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